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マイナンバー制度の要=J-LIS（地方公共団体情報システム機構）法 
J-LIS 法等改正法案の問題点 
原田富弘 

 J-LIS（地方公共団体情報システム機構）はマイナンバー制度の中心組織です。その設置法の改

正案の審議が、4 月 11 日衆議院総務委員会で始まりました。昨年のマイナンバーカード交付シス

テムのトラブルをうけて、J-LIS のガバナンス強化と総務大臣の権限強化が目的と説明されてい

ます。しかしカード交付の遅延は、総務省の無理なマイナンバーカード普及策のためです。また

J-LIS は膨大な住民情報を管理するにもかかわらず、情報公開や個人情報保護など権利の法的保

障が不十分ですが、市民・住民の権利を保障する規定は改正案にありません。  

 

地方公共団体情報システム機構(J-LIS)法等改正案の問題点 

強化される「ガバナンス」と「大臣権限」 

2017 年 3 月 7 日に国会提案されていた J-LIS 法等改正案（地方公共団体情報システム機構法等の一

部を改正する法律案）の審議が、4 月 11 日衆議院総務委員会で始まりました。この法案について高市

総務大臣は 2 月 17 日の記者会見で、昨年のマイナンバーカード交付システムのトラブルによるカード

交付の大幅な遅延などをうけて、J-LIS のガバナンス強化と総務大臣の権限強化を内容とする法律案と

説明しています。（高市総務大臣閣議後記者会見の概要：

http://www.soumu.go.jp/menu_news/kaiken/01koho01_02000567.html） 

 

市民・住民の権利を守るための法改正ではない 

 しかしカード交付遅延の背景には、総務省の無理なマイナンバーカード普及策がありました。その反

省もないまま総務大臣の監督を強化しようとしています。また J-LIS はマイナンバー制度の中核組織で

あり膨大な住民情報を管理するにもかかわらず、国の行政機関でも地方自治体でもないあいまいな組

織で、情報公開や個人情報保護など権利の法的保障が不十分です。必要なのは、市民・住民の権利

を守るための法改正ですが、改正案ではこれらの権利を保障する規定はありません。 

 

＊このファイルは、共通番号いらないネット Web サイトに投稿された標記 

の記事を、サイト管理者が PDF 化したものです。  

http://www.bango
http://www.soumu.go.jp/menu_news/kaiken/01koho01_02000567.html
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●資料● 
共通番号いらないネットによる J-LIS への質問と回答 
» 地方公共団体情報システム機構（J-LIS）への質問書提出(2016.5.25)： 

http://www.bango-iranai.net/news/newsView.php?n=118 
» 地方公共団体情報システム機構（J-LIS）からの回答(2016.10.25)： 

http://www.bango-iranai.net/news/newsView.php?n=139 
» 同上質問書／回答書(pdf 版）： 

http://www.bango-iranai.net/library/pdf/27-20161013AnswerJ-LIS.pdf  

http://www.bango
http://www.bango
http://www.bango
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マイナンバー制度の要=J-LIS（地方公共団体情報システム機構）法 
I．地方公共団体情報システム機構（J-LIS）とは 

 

J-LIS(地方公共団体情報システム機構)の業務や組織、およびマイナンバー制度実施にともなって

多発した初期トラブルは、今回の改正法案の内容と大きく関わります。そこでここでは、J-LIS

の概要と初期のトラブルについて簡単に整理しておきます。現在 J-LIS は、法制度の上では「地

方公共団体が共同して運営する地方共同法人」とされていますが、その前身は国の外郭の財団法

人（天下り団体）で、現在でも総務大臣が大きな監督権限を持っています。 

 

１ マイナンバー制度の中核をなす J-LIS 

（1）J-LIS の業務 

 地方公共団体情報システム機構（J-LIS）は、マイナンバーシステムの中核をなす以下のような業務を

行う組織です。 

・マイナンバーシステムの基礎システムである住基ネットの全国センター 

・マイナンバーカードに内蔵されている公的個人認証サービス 

・住民票コードからのマイナンバーの生成と通知カードの送付 

・マイナンバーカードの交付とカード管理システム 

・自治体の情報連携の要となる中間サーバー・プラットフォームの設置運用 

・証明書のコンビニ交付のための証明書交付センターの設置運用 

・自治体の庁内 LAN を相互に接続する行政専用のネットワーク LGWAN(総合行政ネットワーク)の運用 

 

（2）問題を抱えた「地方自治情報センター」を改組した J-LIS 

 もともとは自治体のコンピュータ化を推進する総務省の天下り団体「財団法人地方自治情報センター」

で、民主党政権下の 2010 年の事業仕分けでは、天下りの自粛と役員報酬の見直し、第三者による契

約のチェックの必要などの批判が集中していました。  

 それが 2013 年 5 月に成立した番号関連 4 法の一つとして地方公共団体情報システム機構法が成立

し、地方 3 団体（全国知事会、全国市長会、全国町村会）が選任する設立委員が総務大臣の認可を得

て設立する形をとって、2014 年 4 月 1 日に地方公共団体が共同して運営する「地方共同法人」として再

出発しました（地方公共団体情報システム機構法案の概要：

http://www.soumu.go.jp/main_content/000209833.pdf ：2013 年 03 月 06 日）。  

 その際、地方自治情報センターが行っていた「住基ネットの指定情報処理機関」と、一般財団法人自

http://www.soumu.go.jp/m
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治体衛星通信機構が行っていた「公的個人認証サービスの指定認証機関」を引き継いでいます。  

 

（3）総務大臣が大きな権限を持つ「地方共同法人」 

J-LIS の組織は以下のようになっています。  

・地方の代表が参画する「代表者会議」を置き、定款変更、理事長及び監事の任命・解任、事業計画、予算、

決算等の機構の重要事項を議決  

・代表者会議が任命する外部有識者からなる「経営審議委員会」  

・理事長及び監事は代表者会議が任命、副理事長及び理事は理事長が代表者会議の同意を得て任命  

・総務大臣は機構に対し、報告・立入検査、違法行為等の是正の要求等を行うことができる。  

 

２ 住民情報を集中管理する J-LIS 
 J-LIS の管理する個人情報について、マイナンバー違憲東京訴訟の求釈明に国は次のように回答し

ています（国の「答弁書」はこちら：

http://www.bango-iranai.net/suit/document/0031-20170124TokyoDefendant.pdf ）。 

 

(1) 住基ネット関係 

 本人確認情報（住民票に記載されている氏名、生年月日、性別、住所、個人番号、住民票コード並び

に変更情報（住民基本台帳法施行令第 30 条の 5 で定める住民票の記載等に関する事項）  保存期

間＝住基法施行令 30 条の 7 の規定により定める期間（50 年を経過する日まで） 

 

(2) マイナンバーカード管理システム関係 

氏名(外国人の通称を含む)、出生の年月日、男女の別、住所、連絡先、個人番号、顔写真情報  

保存期間＝個人番号カード交付申請書を受理した日から 15 年間 

 

(3) 公的個人認証サービス関係 

 氏名(外国人の通称)、出生の年月日，男女の別，住所，住民票コード、電子証明書の発行番号。 

 保存期間＝電子証明書有効期間の満了日翌日から 10 年を経過する日まで。 

 

(4)自治体中間サーバー・プラットフォーム関係 

 また自治体の中間サーバー・プラットフォームでは、全住民登録者の情報連携用の符号、団体内統

一宛名番号、情報連携の対象となる特定個人情報の副本を記録管理していますが、これについては

「それぞれの地方公共団体が収集，利用，保存，提供等するものであり，サーバーの運用を行う機構か

http://www.bango
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らは当該個人情報にアクセスすることはできず，関与を行うことのできないシステム構成となっている」と

説明しています。 

 

３ トラブル続きの J-LIS 
 2015 年 10 月 5 日のマイナンバー制度の施行以降、J-LIS のシステムトラブルが続きました。 

 

(1) 通知カード送付のトラブル 

 通知カード作成情報をJ-LISから国立印刷局に提供できなかったため、東京都葛飾区で約5000世帯

に通知漏れが発生 

 

(2) マイナンバーカード交付システムのトラブル 

 2016 年 1 月から始まったマイナンバーカードの交付ではトラブルが続発し、交付が半年以上遅延する

異常事態が起きました。 

・J-LIS の中継サーバートラブルで個人番号カードの交付が停止（2016 年 1 月に少なくとも６回発生） 

・J-LIS の管理サーバートラブルで個人番号カードの交付が 3 時間半停止（2016 年 2 月 22 日） 

・個人番号カードの不具合(1 月 21 日発送の約 2 万 6 千枚で電子証明書データに不具合） 

・市町村の交付処理画面の展開が重く処理が遅延するトラブル 

・個人番号カードのＩＣチップが使用不能になり再発行するトラブル 

・電子証明書の記載事項の変更で、変更前の住所に特定の文字が含まれている場合に、機構から市区町

村へ配付している業務アプリで変更処理ができないトラブル（2016 年 4 月 5 日佐賀新聞） 

＊以上については、共通番号いらないネットの質問書（2016 年 5 月 25 日）参照 ： 

http://www.bango-iranai.net/news/newsView.php?n=118  

・2016 年 10 月 22 日、マイナンバーカード管理システムの中継サーバー1 台が業務開始から一時正常に動

作せず、一部の市区町村のカード交付業務などに影響 個人番号カード管理システムにおける障害につ

いて (J-LIS：2016 年 10 月 24 日)：https://www.j-lis.go.jp/about/announce/press/press20161024.html  

 

(3) 別人に同一のマイナンバーが付番されたトラブル 

 2016 年 2 月 23 日に香川県坂出市と長野市の２人の男性に同一の個人番号が割り振られていたこと

が発覚。原因は住民票コードが重複付番されていたこと。長野市の男性が 2010 年ごろに転入した際、

長野市職員が氏名の読み方と生年月日が同一だった坂出市の男性と誤認したことが原因とみられてい

るが、住民票コードの重複付番を J-LIS は 5 年間発見できなかった。  

 

http://www.bango
https://www.j
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(4) LGWAN1のシステムトラブル 

 2017 年 2 月 13 日、コンビニ交付で使用する LGWAN のシステムトラブルにより、マイナンバーカード

を利用したコンビニ交付が約 3 時間停止し、19 自治体 169 件の交付に支障（2 月 13 日に発生した「ネ

ットワークの障害による一部団体におけるコンビニ交付サービスの支障」に係る再発防止策について

（報道発表））：https://www.j-lis.go.jp/about/announce/press/press20170216.html   

 

  

                                                   
1 LGWAN 
全国の都道府県および市町村の広域ネットワークで、総合行政ネットワークと呼ばれる。運営は J-LIS が行い、国の機関

の広域ネットワークである霞が関 WAN（K-WAN）と接続されている。 

https://www.j
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マイナンバー制度の要=J-LIS（地方公共団体情報システム機構）法 
II．J-LIS 法改正法案の概要と問題点 

 

 J-LIS 改正法案は、3 つの関連法の改正です。主要に、法制度による「ガバナンスの強化」、「総

務大臣の権限強化」、「J-LIS による本人確認情報の利用」のための改正です。ここでは、こう

した改正法案の 4 つの問題点について指摘します。 

 

J-LIS 法改正法案の概要 
 J-LIS 改正法案（地方公共団体情報システム機構法等改正法案）における、3 つの法律のおもな改正

のポイントは以下の通りです。   

 

（1）地方公共団体情報システム機構法の一部改正 

・ 代表者会議による理事長に対する是正措置命令の対象範囲及び機構の役員の解任事由を拡大  

・ 業務方法書への内部統制規定(役員の職務の執行が法令又は定款に適合し、適正に行われることを確

保)の明記  

・ 機構処理事務特定個人情報等保護委員会の設置  

 

（2）番号利用法の一部改正 

・ 機構処理事務管理規程の策定、策定・変更における総務大臣の認可及び総務大臣による変更命令の規

定  

・ 機構処理事務特定個人情報等の安全確保措置  

・ 機構処理事務に関する帳簿の備付け及び報告書の作成・公表、総務大臣の機構に対する監督命令・報

告要求・ 立入検査の規定、帳簿の備付け・報告要求・立入検査に不履行等があった場合の罰則規定  

 

（3）住民基本台帳法の一部改正 

・ 機構保存本人確認情報の利用 

 「機構が、一定の機構処理事務に機構保存本人確認情報を利用することができることとする。」（改正法

案概要より）  

 

この提案理由は、個人番号制度の一層の円滑な運用を図るとともに、番号利用法の規定により地方

公共団体情報システム機構が処理する事務の適正な実施を確保するため、というものです。  
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提出された J-LIS 法等改正法案：http://www.soumu.go.jp/menu_hourei/k_houan.html  

J-LIS 法等改正法案概要：http://www.soumu.go.jp/main_content/000471062.pdf  

 

問題点１ システムトラブルへの対応として妥当か 

トラブル発生の原因の説明 

 

 マイナンバーカード交付システムのトラブルの発生原因・背景や原因の特定に長時間を要した要因と

して J-LIS は、事前のテストや適合性評価の不足、OS 仕様の理解不足、住基ネットの安定稼働実績へ

の過信、システム構築をした 5 社の代表事業者と中継サーバを担当した事業者間での連携の不足など

を説明しています（J-LIS、6 月 22 日付「カード管理システムの中継サーバに生じた障害等について」：

下記 b. を参照）。  

 このような基本的な原因で大きなトラブルが発生したことは、今後の情報連携システムなどへの不安に

つながります。  

＊システムトラブルの原因と対策については、J-LIS の以下の資料参照  

a. カード管理システムの中継サーバに生じた障害原因の特定と対応について（平成 28 年 4 月 27 日）  

https://www.j-lis.go.jp/about/announce/press/press20160427.html  

b. カード管理システムの中継サーバに生じた障害等について（平成 28 年 6 月 22 日）  

https://www.j-lis.go.jp/about/announce/press/press20160622.html  

c. J-LIS 第 15 回代表者会議資料（平成 28 年 10 月 17 日、「総点検結果、今後の対応」の項）  

https://www.j-lis.go.jp/data/open/cnt/3/2412/1/161017daihyoshiryo.pdf  

d. J-LIS 第 16 回代表者会議資料（平成 28 年 12 月 12 日、「障害対応に係る費用負担」の項）  

https://www.j-lis.go.jp/data/open/cnt/3/2412/1/161212daihyoshiryo.pdf  

   

責任回避をしてきた総務省 

 これらの原因について J-LIS は個別に改善策を講じていますが、はたして総務大臣の監督権限の強

化により改善するのか、疑問です。  

 マイナンバーカードの交付は、番号利用法で国の事務（法定受託事務）とされています。また J-LIS に

対しては総務大臣が認可権をもっています。しかし総務省は 2016 年 5 月 31 日に公表した「マイナンバ

ーカード交付促進マニュアル」： 

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01gyosei02_02000117.html  

で、マイナンバーカードの交付遅延があたかも市町村の不手際によって発生しているかのような、以下

の説明をしています。 

  

http://www.soumu.go.jp/menu_hourei/k_houan.html
http://www.soumu.go.jp/main_content/000471062.pdf
https://www.j
https://www.j
https://www.j
https://www.j
http://www.soumu.go.jp/menu_news
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そして高市総務大臣は 2016 年 4 月 28 日の記者会見： 

http://www.soumu.go.jp/menu_news/kaiken/01koho01_02000487.html で、「法的には、マイナンバ

ーカードの交付につきましては市区町村の業務でございます。また、J－LIS も地方共同法人ということ

でございますので、そのガバナンスや人事に対して、私どもが何か権限を持っているものではございま

せん。」などと、総務省の責任回避をしてきました。  

 自らの責任を認めようとしない総務省の監督権限を強化しても、今後のトラブルの防止に役立つとは

思えません。  

 

カード交付トラブルの背景に総務省の性急なカード普及方針 

 そもそもこのマイナンバーカード交付システムのトラブルが起きた背景には、総務省の無理なマイナン

バーカード交付計画があります。総務省は当初、2016 年 1 月から 3 月で 1000 万枚交付の予算措置を

していました。これ自体無理な計画ですが、さらに補正予算で 1500 万枚を追加し 2500 万枚の交付を

目指しました。この無謀な計画の結果、J-LIS も自治体も対応できなくなったのが原因です。  

 

＊J-LIS は次のように総点検結果を報告しています。 
 （「カード管理・委託発行システムの総点検結果（平成 28 年 6 月 30 日）」より） 
 「地方公共団体情報システム機構 第 11 回経営審議委員会 」（p.9「資料 2」として収録）  

https://www.j-lis.go.jp/data/open/cnt/3/2412/1/161007keieishiryo.pdf  

  これまでの運用実績（サーバの処理実績等）を踏まえると、開発着手時の要件（カード発行・交

付数：1000 万枚／年）については運用に耐えられる性能実績を有しているが、3 ヶ月間に 1000

万枚のカード発行を行うという追加要件に対して、カード発行については問題無く対応できたも

のの、交付数の増加については交付時間帯の平準化（波動の谷間の時間帯の活用）で対応が

可能といった検討であり、その情報が団体に連携されないまま推移した結果、転出入が大幅に

増えた 3 月の繁忙期以降、交付前設定の時間帯抑制を行うなど、能力不足の状態が発生した。  

  

総務省「マイナンバーカード交付促進マニュアル」より 

・ 新制度であるマイナンバーカードの交付申請の予測の見込みが容易ではなく、結

果としてその見込みが過少であった市区町村においては、交付にかかる人員体制・

統合端末の確保が不十分であったと考えられること  

・ J-LIS が運用するカード管理システムに 1 月以降、複数回にわたって障害が発生し

たこと  

・ マイナンバーカードの交付の本格化と 3 月から始まる住民異動の繁忙期が重なり、

来庁者が非常に多いなかで、市区町村は通常の窓口業務に忙殺されるとともに、カ

ード管理システムに情報処理の通信が集中し、窓口で申請者を待たせる事象が発

生したこと  

 

http://www.soumu.go.jp/menu_news/kaiken/01koho01_02000487.html
https://www.j
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共通番号いらないネットは 2016 年 5 月 25 日に J-LIS に「マイナンバー関連システムについての質問

書」を提出しました。その中で 1 月に 2 回（19 日、25 日）原因と対処を公表したがそれで解消せずトラブ

ルは続いたことについて、「原因不明な状態でなぜカード発行業務を停止せずに継続したのか」と質問

したところ、「市区町村における個人番号カード関連業務に極力影響がでないよう努めたところです。」

という回答でした。  

  総務省と J-LIS は、トラブル防止よりカード普及を優先した結果、さらにカード発行の遅延を拡大させ

てしまいました。  

 カード交付トラブルへの対応としては、まず総務省が自らの責任を認め、性急なマイナンバー制度推

進を見直すことからはじめるべきです。  

 

問題点２ なぜ住基ネットや公的認証ではすでにある規定を、いま
新設するのか 
 

 改正法案による総務大臣の監督強化や安全確保措置は、以下のようにすでに住基ネットや公的個人

認証サービスについて規定されているものを、「機構処理事務特定個人情報等」に適用する規定の新

設が大部分です。  

 なぜ「機構処理事務特定個人情報等」では、住基ネットや公的個人認証サービスでは講じられている

保護措置などの規定がなかったのか、疑問です。  

 

（1）機構処理事務特定個人情報等保護委員会の新設 

 住基ネットでは「本人確認情報保護委員会」が、公的個人認証サービスでは「認証業務情報保護委

員会」が当初から設置されていました。今回の改正案で、機構処理事務特定個人情報等の保護委員

会が新設されます（地方公共団体情報システム機構法第 27 条）。  

 機構処理事務特定個人情報の保護に関する事項を調査審議したり意見を述べることができるようにな

ります。  

 

（2）機構処理事務管理規程の新設 

 住基ネットでは「本人確認情報管理規程」が、公的個人認証サービスでは「認証事務管理規程」が、

当初からありました。今回の改正案で、機構処理事務の管理規定が作られます（番号利用法第 41 条の

2）。  

 J-LIS の管理規程が不適当な場合、総務大臣が J-LIS に変更を命じることができるようになります。  
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（3）機構処理事務特定個人情報等の安全確保規程の新設 

 住基ネットでは「本人確認情報の安全確保」の規程が、公的個人認証サービスでは「認証業務情報の

安全確保」の規程が、当初からありました。今回の改正案で、機構処理事務特定個人情報等の安全確

保規程が作られます（番号利用法第 41 条の 3）。  

 機構処理事務特定個人情報の漏洩、滅失、毀損の防止その他の適切や管理のために必要な措置を

講じることが、初めて規程されます。  

 

（4）帳簿の備付けの新設 

 住基ネットの住民基本台帳法や公的個人認証サービスの公的個人認証法ではすでに「帳簿の備付

け」が義務となっていました。  

 今回の改正案で、機構処理事務の帳簿の備付けが義務化されます（番号利用法第 41 条の 4）。  

（5）報告書の作成・公表の新設 

 住民基本台帳法では機構保存本人確認情報や住民票コードの提供状況について、公的個人認証

法でも電子証明書失効情報等の提供状況について、少なくとも年１回報告書を作成し公表することが

義務となっていました。  

 今回の改正案で、機構処理事務の実施の状況について少なくとも年１回報告書を作成し公表するこ

とが義務付けられます（番号利用法第 41 条の 5）。  

 

（6）総務大臣の監督命令の新設 

 住民基本台帳法では本人確認情報処理事務の適正な実施のため、公的個人認証法でも認証事務

の適正な実施のために、総務大臣は監督上必要な命令をすることができると規定されていました。  

 今回の改正案で機構処理事務の適正な実施のために監督上必要な命令をすることができることにな

ります（番号利用法第 41 条の 6）。  

 

（7）総務大臣の報告及び立入検査の新設 

 住民基本台帳法では本人確認情報処理事務に対して、公的個人認証法では認証事務に対して、総

務大臣は報告を求め立入検査できると規定されていました。また番号利用法では個人情報保護委員

会が特定個人情報を取り扱う者に報告を求め立入検査できると規定されていました。  

 今回の改正案で総務大臣が機構処理事務の適正な実施を確保するために報告を求め立入検査でき

る規定が新設されます（番号利用法第 41 条の 7）。  
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（8）罰則の新設 

 住民基本台帳法や公的個人認証法では、帳簿への未記載や虚偽記載、虚偽報告や検査を拒んだ

場合などに 30 万円以下の罰金の規定がありますが、今回の改正案で同様の規定が新設されます（番

号利用法第 58 条の 2）。  

問題点３ 「機構処理事務特定個人情報等」とは何か 

利用する個人情報の範囲が法律として規定されていない 

 これら保護規定等が新設される「機構処理事務特定個人情報等」とはいったい何か。改正される番号

利用法では、この法律の規定により機構が処理する事務を「機構処理事務」とし（番号利用法第41条の

2）、機構処理事務において取り扱う特定個人情報その他の総務省令で定める情報を「機構処理事務

特定個人情報等」としています（番号利用法第 41 条の 3）。  

 これだけでは、いったい何を「機構処理事務特定個人情報等」として利用しようとしているのか不明で、

その内容は総務省令にゆだねられています。  

 

どのように利用しようとしているのかを明らかにすべき 

 保護規定等の新設は、新たに「機構処理事務特定個人情報等」の利用を進めるためでしょうか。そう

であるなら、総務省が J-LIS の保有する特定個人情報をどのように利用しようとしているのか、まず明ら

かにすべきです。もし従来から J-LIS で処理している事務を対象としているのであるなら、その保護規定

等がないままマイナンバー制度をスタートしたこと自体が問題です。 

  

住基法で厳格に制限されている本人確認情報の利用が、 
改正法案では曖昧なまま拡大される 

 また改正法のなかの住民基本台帳法改正では、住基ネットにより機構が保存している本人確認情報

を、従来の個人番号の生成（番号利用法第 8 条第二項）のほかに、「番号利用法第 41 条の 2 第一項に

規定する機構処理事務のうち総務省令で定めるものに利用することができる」という規定が追加されて

います。  

 本人確認情報（住所・氏名・生年月日・性別・住民票コード・個人番号・変更情報）の利用は、住基法

で厳格に規定されている場合だけ認められていますが、今回、総務省令で規定する「機構処理事務」

によって、内容が曖昧な事務に利用を拡大しようとしています。総務省の一存でどのように利用されるか

わかりません（住基法第 30 条の 15 第 4 項）。  

 

 J-LIS は全住民登録者の膨大なセンシティブ情報を管理しています。今後マイナンバー制度の利用

が進めば、さらに保存する個人情報は増大します。「機構処理事務特定個人情報等」とは何か、それを
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何に利用しようとしているのか、将来どのような利用が可能になるのか、明確にされなければなりませ

ん。  

 

問題点４ 情報公開や個人情報保護の権利が法定されていない 
 国の行政機関に対しては情報公開法が、独立行政法人に対しては独立行政法人情報公開法があり、

地方自治体にはそれぞれ情報公開条例があり、国民には行政文書や法人文書の開示請求が権利とし

て保障されています。  

 また行政機関や独立行政法人にはそれぞれ個人情報保護法があり、地方自治体では個人情報保護

条例があり、本人への自己情報の開示や訂正、利用停止などが権利として保障されています。  

 これらの権利が侵害された場合、不服審査請求をする権利が保障されています。  
 

「機構処理事務特定個人情報等」に対する 
開示請求や訂正、利用停止等の規定がない 

 しかし J-LIS にはこれらの法律は適用されません。適用されるのは、一般の民間事業者を対象とした

個人情報保護法です。  

 また住民基本台帳法により本人確認情報の本人への開示請求が、公的個人認証法により認証業務

情報の本人への開示請求が規定されていますが、「機構処理事務特定個人情報等」に対する開示請

求や訂正、利用停止等の規定は、改正法案にありません。  

 

情報公開は J-LIS の内規だけ 

 共通番号いらないネットが 2016 年 5 月 25 日に J-LIS に提出した質問書では、J-LIS の情報公開につ

いて以下の質問をしました。 「私たちが 2 月 12 日に各省庁との話し合いをした際に、総務省からは「独

立行政法人の情報公開法の規定に従った形で規定を設けて情報公開に対応している」と説明されてい

る。情報公開の規定と手続きについて説明されたい。」  

 2016 年 10 月 13 日に J-LIS から回答： 

http://www.bango-iranai.net/opinion/opinionView.php?n=168 がありましたが、回答は「当機構は、行

政機関の保有する情報の公開に関する法律及び独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法

律に準じた情報公開に関する規程を整備し、当該規程に基づく手続きにより運用しているところです。」

というものです。  

 

個人番号カード発行の個人情報を警察から照会されたら 

 また質問書では J-LIS が管理する個人番号カード発行のために保管されている個人情報について、

以下の質問をしました。  

http://
www.
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 総務省が 2015 年 9 月 29 日に自治体に通知した「通知カード及び個人番号カードの交付等に関する

事務処理要領に係る質疑応答集」の問 9 で、個人番号カードの交付申請書に関する自己の情報に係

る開示請求や捜査関係事項照会があった場合、「個人番号カードの交付申請書の受付及び保存は、

市町村から機構に委任されているため、当該開示請求や当該捜査関係事項照会は機構に対して行な

うよう、当該請求等の相手方に教示することとなる」と回答している。  

 

共通番号いらないネットから J-LIS への質問の抜粋 質問全文（[3]の(1)参照）  

http://www.bango-iranai.net/news/newsView.php?n=118  

1) 貴機構に開示請求や捜査関係事項照会があった場合の対応について説明されたい  

2) 捜査関係事項照会の有無について自己情報開示請求をした場合の対応を説明されたい  

3) 自己情報の開示請求の方法について、市民に説明をしているか  

4) 個人番号カード発行のために提供される顔写真の記録方法について、単なる画像として管理さ

れるのか、顔認証に利用が可能なデータとして管理されるのか  

 

この質問に対する回答：http://www.bango-iranai.net/news/newsView.php?n=139 は、  

1)と 2)に対して： 

「個人情報保護法その他関係法令に基づき適正に対応いたします。」  

3)について： 

「機構のホームページ及びマイナンバーカード総合サイトに開示請求の方法を掲載しています。」  

4)について： 

「個人番号カード交付申請書に貼付されている顔写真は、個人番号カード管理システムにおいて、画像デ

ータとして保存されます。」  

というものでした。 

 

市民の権利を法律で保障すべき 
 J-LIS は 2016 年 9 月 8 日の第 14 回代表者会議で定款を変更し、以下の情報公開及び個人情報保

護の規定を新設し、J-LIS 設立時に内規で対応していたものを定款で明文化しました。   

 

J-LIS の「定款」より 定款全文はこちら： 

https://www.j-lis.go.jp/data/open/cnt/3/1086/1/teikan_H290324.pdf  

第 9 章 情報公開及び個人情報保護  

第 39 条（情報公開） 機構が保有する情報の公開に関し必要な事項は、行政機関の保有する情

報の公開に関する法律（平成 11 年法律第 42 号）の趣旨にのっとり、理事長が定める。  

第 40 条（個人情報保護） 機構が保有する個人情報の保護に関し必要な事項は、個人情報の保

護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）及び行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律の規定に基づき、理事長が定める。  

 

http://
http://
www.
https://www.j
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 しかし J-LISの情報公開は、法律の趣旨にのっとり対応をしているということであり、市民の権利が法的

に保障されているわけではありません。個人情報保護も適用されるのは民間事業者を対象とした個人

情報保護法です。  

 

 地方公共団体情報システム機構法のなかに、情報公開と個人情報保護についての市民・住民の権

利を規定すべきです。  

 


